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１．当四半期決算に関する定性的情報 
（１）経営成績に関する説明 

①概況 
当第２四半期連結累計期間における経済環境は、国内におきましては、雇用の指標に関しては改善

が進み、高水準で推移しております。しかしながら、所得環境は改善傾向に停滞がみえつつあり、そ
の不安定な状況から消費マインドの伸び悩みが感じられております。また、円高傾向の懸念や、日銀
のマイナス金利政策などの効果も実感できないことから、企業の設備投資にも鈍化がみえ始めるなど、
景況の停滞感は依然として継続しております。 

海外におきましては、米国経済は、これまで顕著であった原油安や消費マインドの高さにより、大
型車を中心に過去最高水準の好調を継続してきましたが、その勢いに陰りがみえ始めております。ま
た、メキシコでは、長期化している原油安や個人消費の落ち込み、現地通貨安などから景況感が低迷
しております。 

中国においては、個人消費は底堅いものの、不動産投資の過熱感、鉄鋼などの製造業における設備
過剰、株式市場の軟調などにより、経済成長率の減速傾向が継続しております。また、タイにおいて
は、大型公共投資などを中心に景気回復の兆しがみえ始めていましたが、国内情勢の変化による経済
への影響が懸念されます。 

世界経済全体としては、緩やかな回復基調が継続しておりますが、原油価格の動向、英国のＥＵ離
脱問題の影響、米国の利上げ動向や大統領選挙のゆくえ、中国を中心とする新興国の経済情勢など、
先行きへの不安材料が依然として残っております。 
 こうしたなか、当社グループの業績は、売上高 790 億８千７百万円、前年同期比 110 億１百万円の
増収（16.2％増）、営業利益は、95 億６千２百万円、前年同期比 13 億１千６百万円の増益（16.0％
増）となりました。経常利益は、主に為替相場の影響で営業外費用（為替差損）を計上したことな
どから 65 億７千１百万円、前年同期比 14 億８千万円の減益（18.4％減）となりました。親会社株
主に帰属する四半期純利益は、49 億８千万円、前年同期比１億７千４百万円の減益（3.4％減）とな
りました。 
 
②事業セグメント別の状況 
＜プレス関連製品事業＞ 
 自動車関連部門におきましては、国内の自動車新車販売は、個人消費の足踏み状態が継続し、一部
の完成車メーカーによる燃費不正問題などから伸び悩みをみせつつも、新技術を搭載した新型車は
好調であり、徐々に回復の兆しもみえ始めております。また、北米向け販売に対応した国内生産回
帰が拡大しております。さらに、平成 28 年１月に連結子会社化した東プレ東海株式会社の売上が寄
与するなど、前年同期を上回る水準となりました。海外におきましては、中国での一部受注・生産
に減速傾向があるものの、大型車を中心に自動車販売が好調であり、「Topre Autoparts Mexico, S.A. 
de C.V.」や「TOPRE（THAILAND）CO., LTD.」などの新規工場の受注・生産が好調に推移しているこ
とから、前年同期並の水準を達成することができました。 

プレス関連製品事業全体での売上高は 523 億５千５百万円、前年同期比 88 億７千万円の増収
（20.4％増）となりました。セグメント利益（営業利益）は、59 億８千万円、前年同期比２億４百
万円の増益（3.5％増）にとどまりました。 
 
＜定温物流関連事業＞ 
 冷凍車部門におきましては、中型車を中心としてトラック市場全体が好調を継続しております。ま
た、より高品質な製品への代替需要が継続するとともに、小型車の需要も増加しております。さら
に、業界全体における長納期の状況に対する生産能力向上や、商品力を生かした新規受注も拡大し
ていることなどから、当社グループの受注および生産は前年同期を上回る水準で推移しました。 
定温物流関連事業全体での売上高は、好調な市場環境や精力的な営業活動などの結果、225 億２千

２百万円、前年同期比 21 億５百万円の増収（10.3％増）、セグメント利益（営業利益）は、売上増
および合理化の実現により 31 億７千３百万円、前年同期比９億８千８百万円の増益（45.2％増）と
なりました。 
 
＜その他＞ 
 空調機器部門におきましては、産業用送風機は、一部で設備投資の伸び悩みがあるものの、住宅用
換気システムは、住宅着工に緩やかな回復の兆しがみえ始め、前年同期と同水準で推移しました。
また、電子機器部門におきましては、キーボード「REALFORCE」の販売が引き続き堅調であったこと
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などから、前年同期を上回る水準となりました。 
その他の事業全体での売上高は 42 億８百万円、前年同期比２千５百万円の増収（0.6％増）、セグ

メント利益（営業利益）は、４億９百万円、前年同期比１億２千６百万円の増益（44.5％増）とな
りました。 

 
（２）財政状態に関する説明 

①資産、負債、純資産の状況 
   （資産の部） 

流動資産は、主に有価証券が減少したものの、受取手形及び売掛金やたな卸資産が増加したことか
ら、805 億４千４百万円となりました。 

固定資産では、主に減価償却などにより有形固定資産が減少したものの、投資有価証券が増加した
ことなどにより、917 億３千万円となりました。 

この結果、当第２四半期連結会計期間における資産合計は、前連結会計年度末に比べ１千４百万円
減少の 1,722 億７千５百万円となりました。 
（負債の部） 
流動負債は、主に支払手形及び買掛金が増加したことから、457 億３千６百万円となりました。 
固定負債では、主に繰延税金負債や長期借入金が減少したことから、138 億４千７百万円となりま

した。 
この結果、負債合計は前連結会計年度末に比べ５億７千９百万円増加の 595 億８千４百万円とな

りました。 
（純資産の部） 

主に利益剰余金が増加したものの為替換算調整勘定の減少により、前連結会計年度末に比べ５億
９千４百万円減少の 1,126 億９千万円となりました。 

 
②キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物の四半期末残高は、前連結会計年度末に比
べ 23 億９千５百万円減少し、225 億８千８百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況は次
の通りであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
営業活動によるキャッシュ・フローは、144 億３千３百万円の増加となりました。主な増加要因は

税金等調整前四半期純利益 67 億８千５百万円、非資金取引である減価償却費 49 億７千３百万円、為
替差損の計上 34 億２千９百万円、仕入債務の増加 47 億４千８百万円であります。主な減少要因は、
たな卸資産の増加 26 億１千６百万円、法人税等の支払額 20 億５千７百万円であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
投資活動によるキャッシュ・フローは、128 億４千５百万円の減少となりました。主な減少要因は、

有形固定資産の取得による支出 92 億６千万円、投資有価証券の取得による支出 34 億１百万円であり
ます。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
財務活動によるキャッシュ・フローは、27 億７千４百万円の減少となりました。主な減少要因は

短期借入金の返済による支出 16 億６千３百万円、長期借入金の返済による支出９億１千５百万円、
役員報酬ＢＩＰ信託導入等による自己株式の取得による支出２億１千６百万円であります。 
 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 
平成 29 年３月期 第２四半期連結累計期間の業績は、平成 28 年５月 11 日公表の予想と差異が生じ

る結果となりました。これは主にプレス関連製品事業におきまして、国内生産回帰の影響、新技術な
どを搭載した新車の好調、本年度より本格的に連結に寄与する東プレ東海株式会社の生産性向上、ま
た、北米での大型車を中心とした製造・販売の好調、海外新規工場の順調な立上りなどによります。
さらに、定温物流関連事業におきましては、中型車を中心としたトラック市場全体の需要拡大、より
高品質な製品の代替需要が旺盛なことなどによります。 

平成 29 年３月期 通期業績予想につきましても、最近の業績動向などを踏まえ、上記のとおり修正
いたします。 

なお、為替レートにつきましては、１ドル 108 円を想定しておりましたが、１ドル 100 円へと見直
しを実施しております。 
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 
（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。 
 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 
該当事項はありません。   

 
（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

会計方針の変更 
（有形固定資産の減価償却方法の変更） 

 有形固定資産(リース資産を除く)については、当社及び国内連結子会社は、主として定率法(た
だし、建物(建物附属設備を除く)、及び工具、器具及び備品のうち金型については定額法)を採
用しておりましたが、第１四半期連結会計期間より定額法に変更しております。  
  当社グループにおけるグローバル展開が進展する中で、定額法を採用する海外拠点の重要性が
高まってきており、海外拠点の設備増強による投資は今後も計画されております。また国内にお
いては、前連結会計年度までに九州の新工場をはじめとする大型製造設備の投資が完了したこと
を契機として、設備の使用実態を適切に反映した減価償却方法について検討しました。  
 その結果、国内生産品について安定的な需要が見込まれ、主要製造設備の使用可能期間にわた
る長期安定的な稼働が見込まれることから、経済的実態をより適切に反映することができ、また、
当社グループのさらなるグローバル展開を踏まえ、重要性が高まる海外連結子会社が採用する減
価償却方法との整合性を図ることが合理的であると判断したことから、減価償却方法を定額法に
変更するものであります。 
 これにより従来の方法によった場合に比べ、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益
および税金等調整前四半期純利益はそれぞれ３億５百万円増加しております。 

 
（４）追加情報 
  （繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 26 号 平成 28 年３ 
月 28 日）を第１四半期連結会計期間から適用しております。 

 
 
３．継続企業の前提に関する重要事象等 

該当事項はありません。 
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４．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表
    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成28年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 19,501 20,054 

受取手形及び売掛金 32,249 33,357 

有価証券 4,932 3,004 

金銭債権信託受益権 5,400 5,000 

たな卸資産 12,424 14,205 

その他 5,655 4,923 

貸倒引当金 △0 △0 

流動資産合計 80,162 80,544 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 22,023 19,583 

機械装置及び運搬具（純額） 24,374 20,508 

その他（純額） 22,834 26,452 

有形固定資産合計 69,233 66,544 

無形固定資産 1,353 1,108 

投資その他の資産    

投資有価証券 20,877 22,794 

その他 673 1,293 

貸倒引当金 △10 △10 

投資その他の資産合計 21,540 24,077 

固定資産合計 92,127 91,730 

資産合計 172,289 172,275 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成28年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 27,379 30,910 

短期借入金 582 357 

1年内返済予定の長期借入金 2,763 2,274 

未払法人税等 1,966 2,004 

賞与引当金 1,516 1,607 

役員賞与引当金 70 37 

製品保証引当金 195 172 

その他 8,107 8,371 

流動負債合計 42,581 45,736 

固定負債    

転換社債型新株予約権付社債 4,981 4,964 

長期借入金 1,937 1,091 

長期未払金 1,514 1,160 

繰延税金負債 5,344 4,170 

ＰＣＢ処理引当金 38 38 

退職給付に係る負債 1,284 1,242 

その他 1,323 1,180 

固定負債合計 16,423 13,847 

負債合計 59,005 59,584 

純資産の部    

株主資本    

資本金 5,610 5,610 

資本剰余金 4,850 4,859 

利益剰余金 90,670 94,685 

自己株式 △2,476 △2,684 

株主資本合計 98,654 102,471 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 4,359 3,866 

為替換算調整勘定 5,157 610 

退職給付に係る調整累計額 △1,344 △1,152 

その他の包括利益累計額合計 8,172 3,324 

非支配株主持分 6,457 6,894 

純資産合計 113,284 112,690 

負債純資産合計 172,289 172,275 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第２四半期連結累計期間）
    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

売上高 68,086 79,087 

売上原価 54,626 63,613 

売上総利益 13,459 15,473 

販売費及び一般管理費 5,213 5,910 

営業利益 8,246 9,562 

営業外収益    

受取利息 100 123 

受取配当金 371 180 

固定資産賃貸料 66 56 

助成金収入 12 370 

その他 145 219 

営業外収益合計 696 951 

営業外費用    

支払利息 103 74 

為替差損 665 3,783 

その他 121 84 

営業外費用合計 890 3,942 

経常利益 8,051 6,571 

特別利益    

固定資産売却益 129 21 

投資有価証券売却益 218 0 

抱合せ株式消滅差益 － 237 

特別利益合計 347 259 

特別損失    

固定資産除却損 3 43 

減損損失 0 0 

投資有価証券評価損 17 － 

その他 － 1 

特別損失合計 21 45 

税金等調整前四半期純利益 8,378 6,785 

法人税、住民税及び事業税 2,493 2,743 

法人税等調整額 355 △1,459 

法人税等合計 2,848 1,284 

四半期純利益 5,529 5,500 

非支配株主に帰属する四半期純利益 374 520 

親会社株主に帰属する四半期純利益 5,154 4,980 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第２四半期連結累計期間）
    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

四半期純利益 5,529 5,500 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △1,130 △498 

為替換算調整勘定 822 △4,546 

退職給付に係る調整額 102 204 

その他の包括利益合計 △205 △4,840 

四半期包括利益 5,323 660 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 4,980 133 

非支配株主に係る四半期包括利益 343 527 
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
    (単位：百万円) 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 8,378 6,785 

減価償却費 4,153 4,973 

抱合せ株式消滅差損益（△は益） － △237 

賞与引当金の増減額（△は減少） 45 93 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △37 △32 

製品保証引当金の増減額（△は減少） △3 △22 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 102 255 

受取利息 △100 △123 

受取配当金 △371 △180 

支払利息 103 74 

為替差損益（△は益） 699 3,429 

投資有価証券売却損益（△は益） △218 △0 

投資有価証券評価損益（△は益） 17 － 

固定資産売却損益（△は益） △129 △21 

固定資産除却損 3 43 

売上債権の増減額（△は増加） △1,186 △102 

仕入債務の増減額（△は減少） 3,676 4,748 

たな卸資産の増減額（△は増加） 937 △2,616 

その他 △1,218 △762 

小計 14,852 16,303 

利息及び配当金の受取額 206 236 

利息の支払額 △93 △49 

法人税等の支払額 △3,637 △2,057 

営業活動によるキャッシュ・フロー 11,327 14,433 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △2,519 △2,541 

定期預金の払戻による収入 1,772 2,018 

有価証券の取得による支出 △1,100 △2,051 

有価証券の売却及び償還による収入 1,000 1,180 

有形固定資産の取得による支出 △7,503 △9,260 

有形固定資産の売却による収入 124 36 

投資有価証券の取得による支出 △2,798 △3,401 

投資有価証券の売却及び償還による収入 1,373 1,263 

信託受益権の償還による収入 300 － 

子会社株式の取得による支出 △36 － 

貸付けによる支出 △13 △23 

貸付金の回収による収入 24 18 

その他 △68 △84 

投資活動によるキャッシュ・フロー △9,444 △12,845 
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    (単位：百万円) 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の返済による支出 0 △1,663 

短期借入れによる収入 750 1,499 

長期借入金の返済による支出 △957 △915 

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △310 △387 

自己株式の取得による支出 △3 △216 

配当金の支払額 △748 △1,001 

非支配株主への配当金の支払額 △68 △89 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,337 △2,774 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △146 △1,231 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 399 △2,417 

現金及び現金同等物の期首残高 29,610 24,983 

非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の

増加額 
－ 22 

現金及び現金同等物の四半期末残高 30,010 22,588 
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

  該当事項はありません。 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

  該当事項はありません。 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

            （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 
（注）１ 

合計 調整額 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

 
プレス関連
製品事業 

定温物流
関連事業 

計 

売上高              

外部顧客への売上高 43,485 20,417 63,902 4,183 68,086 － 68,086 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
91 4 96 230 326 △326 － 

計 43,576 20,422 63,999 4,413 68,412 △326 68,086 

セグメント利益 5,776 2,185 7,962 283 8,246 － 8,246 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、空調機器、電子機器、表面処理事

業等を含んでおります。

２．セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

            （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 
（注）１ 

合計 調整額 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

 
プレス関連
製品事業 

定温物流
関連事業 

計 

売上高              

外部顧客への売上高 52,355 22,522 74,878 4,208 79,087 － 79,087 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
90 4 94 159 254 △254 － 

計 52,446 22,526 74,972 4,368 79,341 △254 79,087 

セグメント利益 5,980 3,173 9,153 409 9,562 － 9,562 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、空調機器、電子機器、表面処理事

業等を含んでおります。

２．セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項 

 「会計方針の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間に有形固定資産の減価償却

方法を定率法から定額法へ変更しております。 

 この変更に伴い、従来の変更によった場合に比べ、当第２四半期連結累計期間のセグメン

ト利益が、それぞれ「プレス関連製品事業」で２億６千２百万円、「定温物流関連事業」で

２千６百万円、「その他」で１千６百万円増加しております。 
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（重要な後発事象）

(連結子会社の吸収合併) 

 当社は、平成28年10月31日の取締役会において、平成29年４月１日を効力発生日（予定）とし

て、100％子会社である東プレ埼玉株式会社を吸収合併（以下、「本合併」といいます）すること

を決議いたしました。 

 なお、本合併は100％子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略

しております。 

 

１. 合併の目的 

当社は、グループ会社間の業務および人材活用の効率化を図るため、連結子会社で自動

車プレス部品を製造している東プレ埼玉株式会社を吸収合併することといたしました。 

２. 合併の要旨 

（１）合併の日程 

合併決議取締役会     平成28年10月31日 

合併契約締結日      平成28年12月１日（予定） 

合併予定日（効力発生日） 平成29年４月１日（予定） 

（注）本合併は、当社においては会社法第796条第２項に定める簡易合併であり、東プレ

埼玉株式会社においては会社法第784条第１項に定める略式合併であるため、いず

れも合併契約承認株主総会を開催いたしません。 

（２）合併方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式とし、東プレ埼玉株式会社は解散いたします。 

（３）合併に係る割当の内容 

本合併は、当社の100％子会社との合併であり、株式その他の金銭などの割当交付は行

いません。また、新株式の発行及び資本金の増加はありません。 

（４）合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 
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３. 合併当事者の概要 

  吸収合併存続会社 

（平成28年９月30日現在） 

吸収合併消滅会社 

（平成28年９月30日現在） 

(１) 名称 東プレ株式会社 東プレ埼玉株式会社 

(２) 所在地 東京都中央区日本橋三丁目12番２

号 

埼玉県比企郡ときがわ町大字玉川

874番地１ 

(３) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 

内ヶ崎 真一郎 

代表取締役社長 

渡邉 篤生 

(４) 事業内容 自動車用プレス部品の製造、 

ほか 

自動車用プレス部品の製造、 

ほか 

(５) 資本金 5,610百万円 100百万円 

(６) 設立年月日 昭和10年４月30日 平成20年４月28日 

(７) 発行済株式数 54,021,824株 2,000株 

(８) 決算期 ３月31日 ３月31日 

(９) 大株主及び持株比率 日本トラスティ・サービス信託銀

行(株)       10.51% 

(株)りそな銀行     4.61% 

三菱UFJ信託銀行(株)   4.61% 

日本生命保険相互会社  3.95% 

石井直子        3.61% 

東プレ(株)        100% 

(10) 直近事業年度の財政状況及び経営成績 

  平成28年３月期（連結） 平成28年３月期（単体） 

純資産 113,284百万円 1,159百万円 

総資産 172,289百万円 1,909百万円 

１株当たり純資産 2,132円98銭 579,881円46銭 

売上高 145,390百万円 2,776百万円 

営業利益 18,150百万円 221百万円 

経常利益 15,391百万円 216百万円 

親会社株主に帰属する 

当期純利益 

10,428百万円 147百万円 

１株当たり当期純利益 208円24銭 73,502円48銭 

 

４. 本合併後の状況 

本合併に伴う当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期

についての変更はありません。 

５. 今後の見通し 

 本合併は当社の100%子会社との合併であるため、当社の連結業績への影響はありませ

ん。 
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